
                              【令和４年度実施】 

 

 

１ 障がい者の回答結果                            ２ 障がい児の回答結果 
回答者は「本人」が73.5％と最も高く、次いで「本人の家族」が24.0％   回答者は「本人の家族」が91.6％と最も高く、次いで「本人」が7.5% 

となっている。                              となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な設問の回答結果                        主な設問の回答結果 

 

                                 

 

 

                                

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 一般区民の回答結果 

 

 

 

 

 

板橋区障がい者実態調査の結果 （調査対象） 障がい者・児 ５，０００人➡ 有効回答数 ２，１４８人 ４３．0％ 

        一般区民   １，０００人➡ 有効回答数   ３３８人 ３３．８％ 

 障がい福祉サービスの利用状況は、３割強の方が利用している。 

 利用しているサービスは、居宅介護や生活介護、計画相談支援が他のサ

ービスより高い傾向となっている。 

 共生社会実現のため特に注力すべきことは、障がいのある人の一般企業

への就労促進、学校での障がいに関する教育や情報の提供などの理解促進

を求める割合が高くなっている。 

 障がいのある人への理解度は４割の方が足りていないと回答している。 

 差別や嫌な思いの経験は、３割強の方が経験ありと回答している。 

障がい福祉サービスの利用状況は、６割弱の方が利用している。 

 利用しているサービスは、放課後等デイサービスが４割、計画相談支援、

児童発達支援が２割台なっている。 

 共生社会実現のため特に注力すべきことは、学校での障がいに関する教

育や情報の提供が７割を超えている。 

 障がいのある人への理解度は、５割以上の方が足りていないと回答して

いる。 

 差別や嫌な思いの経験は、６割以上の方が経験ありと回答している。 

 福祉ボランティア活動への関心度は、関心がある方と関心がない方が、それぞれ５割弱となっている。 

 障がい者差別を見聞きした経験は、経験ありと答えた方が約５割で、そのうち１割弱の方が「よくある」と回答している。 

 障がいのある人への理解度は、５割の方が足りていないと回答している。 

 共生社会実現のため特に注力すべきことは、学校での障がいに関する教育や情報の提供、通常の学級への受け入れやインクルージョン教育の推進と

いった子どもたちの教育のほか、障がい者の一般企業への就労の促進といった、障がい者と同様の傾向が見られる。 

福祉部障がい政策課 

 

自宅にいる

35.0%

働いている

34.0%

福祉施設、作業所

などに通所

10.3%

デイケア、リハ

ビリ通院・通所

5.3%

無回答

5.1%

入所している施

設や病院など

4.2%

その他

3.3%
大学、専門学校

1.5% 教育機関等

1.4%

 

小・中・高（特

別支援学級、特

別支援学校）

53.2%

小・中・高（通

常の学級のみ）

14.5%

幼稚園・保育園

13.4%

小・中・高（特別支

援教室、きこえとこ

とばの教室利用）

8.4%

自宅にいる

5.6%

その他

1.7%

無回答

1.7%

福祉施設、作業

所などに通所

0.8%

働いている

0.6%

入所施設や病院

など

0.3%障がい種別により

結果にばらつきが

みられる。 

高い割合なのは、 

身体障がい者→

「自宅にいる」「働

いている」。知的障

がい者→「福祉施

設、作業所などに

通所」。発達障が

い・難病→「働い

ている」。精神障が

い→「自宅にい

る」。 

どの障がい種別

も傾向はほぼ同

じだが、発達障

がいについて

は、特別支援教

室などの通級指

導利用の割合が

他の障がいに比

べて高い。 

 

特になし

24.7%

給与・工賃

が少ない

20.2%職場の人

間関係

12.5%

通勤が大変

10.2%
障がいに対する

職場の理解不足

8.9%

勤務時間、日数が

多く体力的に不安

8.4%

業務内容が合わない

3.6%

職場の設備が障がい

に対応していない

3.6%

職場外で相談

相手がいない

3.5%

その他

2.8%

無回答

1.6%

仕事上での困りごと

 

特に困っている

ことはない

34.0%

先生の理解や配慮が

足りない場合がある

16.9%

障がいに対する理解や配

慮が 引き継がれない

13.5%

通うのが大変

13.1%

まわりの児童・生徒

たちの理解が得られ

にくい

10.8%

その他

5.4%

無回答

3.6%

トイレなどの施設が

整っていない

2.0%

医療的なケア（吸入・導

尿など）が受けられない

0.7%

 

安全なところま

で、迅速に避難す

ることができない

19.0%

周囲とコミュニケー

ションがとれない

17.7%

避難場所の設備（ト

イレなど）や生活環

境が不安

15.9%

救助を求めるこ

とができない

13.6%

被害状況、避難場

所などの情報が入

手できない

13.2%

投薬や治療が受

けられない

9.1%

補装具や日常生

活用具の入手が

できなくなる

3.2%

その他

2.8%

補装具の使用

が困難になる

2.1%

特にない

2.0% 無回答

1.4%

園・学校生活での困りごと 

 

投薬・治療

22.0%

避難場所の設備や

生活環境への不安

19.7%

迅速な避難が

できない

16.4%
情報入手困難

8.5%

救助を求め

られない

8.0%

周囲とコミュニケー

ションがとれない

7.9%

特にない

5.1%

補装具・日常生活

用具入手困難

4.1%

補装具の使用困難

3.3%
無回答

2.9% その他

2.2%

災害時の 

困りごと

（者） 

災害時の 

困りごと

（児） 

日中の 

過ごし方 

日中の 

過ごし方 
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